
事業番号 0503

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名
原子力教育支援事業委託費（旧名称：原子力教

育支援事業等委託費）
事業開始

年度
平成21年度 作成責任者

担当部局庁 研究開発局 担当課室 原子力課立地地域対策室
原子力課立地地域
対策室長　池川　和

彦

会計区分 エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定） 上位政策 原子力分野の研究・開発・利用の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律施行令
第５１条第１項第２６号

関係する計
画、通知等

原子力政策大綱（H17年10月 原子力委員会決定）
エネルギー基本計画（H22年6月 閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　国民との相互理解に基づいて原子力施策を推進するため、地方自治体が行う学校教育段階からの原子力・エネル
ギーに対する施策の支援として、学校教育や課外活動における原子力・エネルギー教育の取組の充実・強化を図り、
もって原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に資する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　地方自治体が行う学校教育段階からの原子力・エネルギーに対する施策の支援として、小中高等学校の教育職員等
に対する放射線や原子力に関する知識等を学ぶ機会の提供、学校教育の場で活用できる学習機材や原子力を含めた
エネルギーに関する授業の実践事例・データ・資料等の貸出・情報提供、授業の中だけでは行えないような原子力を含
めたエネルギーに関する実験や調査活動等の課外活動として専門家による出前授業等を実施し、原子力を含めたエ
ネルギーに対する正しい知識や適切な判断力を身に付けることができる環境を整備することにより、原子力を含めたエ
ネルギーに対する理解の促進を図る。

実施状況
　・教育職員等に対するセミナー　受講者数：１,９１３人
　・簡易放射線測定器の貸出し　貸出台数：２６,７９１台
　・出前授業等の実施　実施回数：５３回

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） － － 449 526 487

執行額 － － 453

執行率 － － 100.9%

総事業費(執行ベース) － － 463

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　事業年度ごとに委託先から提出される実績報告書において、委託先における支出先・使途を把握し、委託費の使用
状況や事業目的との整合性について確認を行っている。また、実際に委託先に対する現地調査を実施したり、実績報
告書のみでは確認が不十分な場合には、契約関係書類を個別に提出させるなど、委託先における支出先・使途の把
握を行っている。

見直しの
余地

　平成２０年告示及び平成２１年告示により改訂された学習指導要領の実施後（平成２５年度から学年進行）１～２年の
間は、原子力を含めたエネルギーに関する教育の取組を学校現場において促進させるべく、特に注力する必要がある
ため、学校教育現場の意見を最大限採り入れ、効率的・効果的な実施方法を検討する。
応札者の参入を更に促すため、過度な入札条件の禁止、公告期間の確保、分かりやすい仕様書の作成に努める。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

１．事業評価の観点：この事業は、地方自治体が行う学校教育の段階からの原子力・エネルギーに対する施策の支援として、学
校教育や課外活動における原子力・エネルギー教育の取り組みの拡充・強化を図ることを進める事業である。
２．所見：これまでの事業の成果を適切に検証し、より効果的な事業の実施方策等について検討するとともに、経費の効率化によ
り予算を縮減すべきである。また、応札者の参入を促すため競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公
平性、透明性の確保等により、事業の効率化を一層進めるべきである。

補
　
記

　年度中において、５百万円流用増している。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省
４５３百万円

　地方自治体が行う学校教育段階か
らの原子力・エネルギーに対する施策
の支援するための経費

Ａ．教職員理
解促進対策

財団法人放射線
利用振興協会
１７４百万円

学習教材等開
発提供

１８２百万円

課外学習等支
援

９１百万円

一般競争入札・委託

小中高等学校の教育
職員等に対する放射線
や原子力に関する知識
等を学ぶ機会の提供

Ｂ．財団法人
日本原子力文
化振興財団
８７百万円

Ｃ．財団法人日
本科学技術振
興財団
８０百万円

Ｄ．公益財団法
人日本生産性
本部
１４百万円

学校教育の場で活用で
きる学習機材や原子力
を含めたエネルギーに
関する授業の実践事
例・データ・資料等の貸
出・情報提供

Ｅ．財団法人日
本原子力文化
振興財団
５１百万円

Ｆ．財団法人大
阪科学技術セ
ンター
４１百万円

授業の中だけでは行え
ないような原子力を含
めたエネルギーに関す
る実験や調査活動等
の課外活動として専門
家による出前授業等の
実施



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.財団法人放射線利用振興協会 E.財団法人日本原子力文化振興財団

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 業務担当者、補助者 60 人件費 業務担当職員、補助者 8

業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、会議開
催費、通信運搬費、印刷製本費、借損
料、雑役務費、消費税相当額

98 業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、会議開
催費、通信運搬費、印刷製本費、借損
料、雑役務費、消費税相当額

39

一般管理費 直接経費の１０％ 16 一般管理費 直接経費の１０％ 4

計 174 計 51

B.財団法人日本原子力文化振興財団 F.財団法人大阪科学技術センター

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 業務担当職員、補助者 16 人件費 業務担当職員 12

業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、会議開
催費、通信運搬費、印刷製本費、借損
料、雑役務費、消費税相当額

62 業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、会議開
催費、通信運搬費、印刷製本費、借損
料、雑役務費、消費税相当額

25

一般管理費 直接経費の１０％ 8 一般管理費 直接経費の１０％ 4

計 87 計 41

C.財団法人日本科学技術振興財団 G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 業務担当職員、補助者 32

業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、会議開
催費、通信運搬費、印刷製本費、借損
料、雑役務費、消費税相当額

42

一般管理費 直接経費の１０％ 7

計 80 計 0

D.公益財団法人日本生産性本部 H.

費　目 使　途
金 額

費　目 使　途
金 額

人件費 事業統括者、主任研究員、研究員 3

(百万円） (百万円）

業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、会議開
催費、通信運搬費、印刷製本費、雑役
務費、消費税相当額

11

一般管理費 直接経費の１０％ 1

計 14 計 0


	シート

